
 

 

 

経済産業省委託事業 

 

フィリピンにおける模倣品流通実態調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019 年 3 月 

独立行政法人 日本貿易振興機構 

マニラ事務所



148 

VII 模倣品の流通によりその知的財産権を侵害された企業に対する

アドバイス 

1 模倣品の流通に対して企業がなすべき行動 

 第Ⅲ章において、模倣品が流通することでその知的財産権が侵害された企業が利用

することができる手段（権利者自らによるエンフォースメント及び行政・民事・刑事そ

れぞれの手続によるエンフォースメント）を概観したが、これを踏まえ、現実に模倣品

が流通していることを認識した知的財産権の主体たる企業として、どのような行動を

起こすべきか、以下のとおり解説する。 

 

2 現実に生じている模倣品の流通に対する措置 

模倣品の存在及びその流通に関与する者の特定 

まず、模倣品の流通による被害を止める前提として、模倣品が流通している事実及び

流通に関与している者を特定する必要がある。これができなければ、被害を止め、ある

いは回復するための手段も取り得ないからである。 

まず、模倣品そのものについては、販売者から購入する等の方法により流通している

商品を入手した上で、模倣品であることを確定することが一般的に行われている。 

また、被害の拡大防止及び回復のためには、模倣品の販売者のみならず製造や流通に

関与する者を特定することが重要である。例えば、市場で模倣品を販売している者は無

数に存在するが、これらの者すべてを相手取って法的手続を行うことは非現実的であ

る。模倣品が市場に出回る前の製造・流通といったいわば上流の段階に関与している者

を相手にしなければ、実効的な知的財産権の保護を図ることは困難である。 

これらの特定作業に関し、企業側での対応が難しい場合には、知的財産権侵害への対

応について経験を有する弁護士及び専門の調査会社の支援を得ることが可能である。

多くの場合、法律事務所は調査会社と協力関係にあるため、弁護士を介して調査会社に

依頼することで模倣品の流通や保管について情報が得られる可能性がある。また、法律

事務所の中には調査専門の人員を有しているものもある。 

第Ⅲ章でも述べたとおり、権利者としては、これらの情報を基に、権利の侵害者に対

する警告書の送付といった権利者自身によるエンフォースメント、さらには強制捜査

の申立、刑事事件としての告発や民事・行政事件の提起といった手段を選択することと

なる。 

差押手続の実施における政府機関との緊密な連携 

また、レイド（強制捜査）による模倣品の差押は、証拠を収集し模倣品の市場への流

入を未然に防ぐために極めて重要な手続となる。これを円滑かつ実のあるものとして
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行うためには、知的財産権の権利者と強制捜査の実施主体となる政府機関との間の密

な情報交換が必要となる。さらに、強制捜査の申立に対応する政府機関も複数存在する

ため、いずれの機関に対して申立を行うかの選択も重要な意味を有している。例えば、

模倣品の販売行為が行われていることを了知した場合に、権利者としては NBI 又は

PNP への告発の他、IPOPHL に対して申立を行うことも可能であるが、IPOPHL は模

倣品にかかる捜索押収や侵害者の逮捕を実施する権限を有しておらず、侵害者に対す

る査察を実施し警告を発することができるにとどまるため133、侵害者に対する警告以

上の結果を必要とする場合には、NBI 又は PNP を選択することが適当である。 

更に、模倣品がフィリピンに輸入されることを了知した場合等は、そのフィリピン市

場への流入を未然に防ぐべく、BOC に適切な情報を提供し、水際措置の発動を促すこ

とも想定される。 

これらの政府機関との連携についても、知的財産権侵害に対する対応の経験のある

弁護士に相談をし、適切な助言を受けることが望ましい。 

模倣品の存在についての告知による流通・消費の抑制 

上記のようなエンフォースメントの実施を前提とした対応の他に、模倣品による権

利侵害に対しては、消費者に対して模倣品が出回っていることを告知することが考え

られる。 

これは、市場に模倣品が存在することを消費者に知らせ、その購入を行わないことを

呼びかけることにより、模倣品の消費を最小限に抑制するとともに、食料品や化粧品等

の模倣品を使用することによる消費者の健康や安全に対し危害が及ぶことを防ぐ意味

合いがある134。 

 

  

                                                   
133 IPOPHL の権限については第Ⅱ章 3 参照 

134 第 VI 章３(3)で紹介したネスレフィリピンの事例は、消費者に対して積極的に模倣品の存在
の告知が行われたケースである。また、前出（第 IV章 3.2（3））のとおり、FDA は食品、薬
品、化粧品等の模倣品の摘発に際し、模倣品を使用することの危険性について繰り返し警告
している。 
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3 再発防止のための予防的措置 

フィリピン国内において多種多様な模倣品が流通している現状に鑑みると、模倣品

の流通を根絶することは困難であるが、将来において同様の模倣品流通による被害が

生じる可能性を減少させるためには、下記のような予防的措置を講じることが考えら

れる。 

知的財産権の登録 

最も基本的であるが効果的な模倣品の防止のための行動は、フィリピン国内におい

て知的財産権を IPOPHL に登録することである。登録を実施することにより、企業の

保有するブランドとこれに付随する評価の保護が期待できるとともに、権利者に対し

てその知的財産権保護のための諸権利が付与されるからである。第Ⅲ章で概観した法

律上の手続についても、保護の対象となる知的財産権が登録されていない場合にはそ

の利用が不可能あるいは困難となる可能性がある。 

安全なサプライチェーン、製造、流通体制の構築 

ライセンシーが無断でライセンス対象商品を生産して流通させるといった事態を未

然に防止するため、フィリピンあるいはその周辺国における流通・生産工程を監査する

ことが考えられる。 

消費者に対する啓もう活動の実施 

真正品を購入することの価値、及び模倣品を購入して使用することによる悪影響を

周知するための消費者向けの教育及び意識向上キャンペーンを実施すること、業界に

おける意識啓発を目指したキャンペーンを実施し、また同様の目的を有するプログラ

ムへの支援を行うことにより、模倣品の消費を抑制する。 

法的、技術的、及び専門的なサポートサービスの利用 

 コピー商品を検査するための調査会社、信頼できる経験豊富な現地調査会社、知的財

産法の実務経験のある弁護士などを利用することで、模倣品の流通について早期に適

切な対応を行うことが可能となる。 

関係者との情報共有 

 知的財産権の権利者は、業界関係者、公的機関、執行機関、立法に関与する団体、消

費者団体等との間で積極的な情報共有を行うことにより、模倣品の流通にかかる最新

の状況を把握し、侵害行為に対して迅速かつ的確な対応をすることができる。 

偽造防止技術の研究及び実用化 

 光学及び電子セキュリティデバイス、マイクロ彫刻、透かし、ホログラム、スマート

パッケージングなどの技術を利用することで、製品が複製されることを困難にすると
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ともに、税関職員、流通業者、小売業者及び消費者にとっては商品が真正品であること

が容易に確認できるようになることが期待される。 

BOC における知的財産権登録 

 前述のとおり（第 III 章５参照）、権利者が BOC の知的財産権を記録するシステムに

その商標等を登録することで、BOC が模倣品や違法に生産された真正品の出荷につい

て察知し、その事実を知的財産権の所有者に連絡をすることが容易となる。BOC が模

倣品であることを確認した場合には当該模倣品は警告・停止命令の対象となるため、模

倣品が市場に出ることが未然に防がれる。 
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4 模倣品対策について協力・支援を提供する機関 

第Ⅱ章において解説した政府関係機関、知的財産権行使について知見を有する法律

事務所や調査会社の他に、模倣品対策に関する協力・支援を提供している機関には次

のものがある。 

 

フィリピン知的財産協会（Intellectual Property Association of the Philippines135） 

国会、IPOPHL、OBM その他の多くの政府機関に対し、フィリピン知的財産法をは

じめとする知的財産権の保護に関する法律及びその施行規則の策定に関する支援を提

供している。 

 

5 弁護士の役割・信頼できる弁護士の選定 

 模倣品による権利侵害又はそのおそれがある場合には、経験を有する弁護士の助力

を得る必要性が高い（なお、フィリピンにおいては日本における弁理士に相当する専門

職は存在しないため、知的財産権に関する業務は全面的に弁護士が取り扱っている）。 

 フィリピンには多数の弁護士及び法律事務所が存在するが、知的財産権の保護のた

めに適切なサポートを得るためには、必要とされる経験及び能力を有する弁護士を選

定することが重要となる。弁護士の能力については属人的な要素が強いため一概にど

のような基準をもって選定すべきかを決することは困難であるが、下記のような要素

に注目して選定することには一定の合理性があるもの考えられる。 

 なお、模倣品による知的財産権侵害への対応は専門性の高い業務領域であることか

ら、一般的には、知的財産保護にかかる業務を主として取り扱っている弁護士に依頼す

ることが適当であるといえる。この点、フィリピンにおいては、知的財産にかかる業務

を専門として取り扱っている法律事務所（比較的小規模なものが多い）や知的財産権に

関する案件を取り扱う部門を有している法律事務所（規模の大きな法律事務所である

ことが多い）が複数存在するため、特定の弁護士個人へのアクセスを試みるほかに、こ

のような法律事務所を選定の対象とすることも考えられる。 

 

（弁護士の選定基準として想定される要素） 

 当該弁護士が、類似の事案について、裁判所、IPOPHL その他関連する政府機関、

さらには民間団体や非政府団体（消費者団体など）が主宰する手続において権利者

                                                   
135 IPAP Intellectual Property Association of the Philippines （ウェブページ） URL: ht

tp://www.ipap.org.ph/ （最終アクセス日：2019 年 1 月 19 日） 
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を代理した経験があるかどうか 

 製薬業界での模倣品の取り扱いなど、当該弁護士が特定の分野又は業界に関連し

た経験を有しているかどうか 

 知的財産権の保護と執行に関する次のような事項について経験を有しているかど

うか 

 政府機関への知的財産の登録手続 

 市場調査会社からの調査報告書をレビューし、模倣品が市場に存在すること

を確定する業務 

 調査報告書の作成及び強制捜査計画の立案に関する監督業務 

 知的財産権侵害行為の中止を求める通告書の作成・送付 

 BOC による水際措置等の執行手続における被侵害者の代理 

 裁判所に提出する宣誓供述書及び捜索令状の申請書の作成・レビュー 

 捜査令状の発令にかかる裁判所における審理中における立証活動 

 知的財産権侵害にかかる刑事訴訟の提起 

 警察当局及び政府職員との協力による知的財産権侵害にかかる捜索差押の実

施 

 知的財産法の実務について当該弁護士又は当該弁護士の所属する法律事務所が表

彰されたことがあるかどうか 

 知的財産権の保護又は執行に従事している国際的な、あるいは国内の協会及び組

織のメンバーとなっているかどうか 
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6 模倣品対策にまつわる留意点・リスク 

第Ⅲ章において論じた救済手段、あるいは本章において説明してきた手法を実際に

用いて模倣品の流通への対抗策をとるに際しては、①費用その他の労力が相当程度に

上り、場合によっては費用に見合った効果が期待できない場合があること、②法執行に

まつわる障害により、必ずしも権利の実現が容易とはいえないといった問題が存在す

る。 

費用その他の負担 

模倣品により侵害されている知的財産権を保護するための民事、刑事及び行政措置

をとるに際しては、権利者は、模倣品の流通にかかる証拠を確保するための調査を行っ

た上で、政府機関に対して救済を求める必要がある。また、事件が裁判所に係属するよ

うになった後も、被害者として訴訟に関与することが要請される。 

民事・刑事・行政を問わず、フィリピンにおける事件処理に際しては、事実上、被害

者が自ら証拠の収集や立証を行わなければならない事態が度々あることに注意が必要

である。これは、政府機関が十分な物的・人的資源を有していないことと関係している。

例えば、刑事事件において、検察官ではなく、被害者の代理人弁護士が公判における立

証活動を事実上行わなければならないことは一般的である。 

このような状況において、現実に法律上の救済を得るまでに、権利者が弁護士その他

の専門家に支払う費用や自ら調査等を行うために費やす労力が相当程度に及ぶ可能性

がある。したがって、模倣品の流通を防ぐための費用及び労力がこれにより得られる効

果を上回ってしまう、本来の事業に割り当てるべき人的・物的資源を失ってしまうとい

った問題が生じ得ることに留意する必要がある。 

知的財産権の効率的な執行及び実施に対する障壁 

また、フィリピンにおいては、政府機関における汚職の問題、司法手続において解決

までに長期間を要すること、知的財産権保護について十分な訓練を受けた政府職員が

不足していることなどの問題により、円滑な権利行使が阻害されるリスクが存在する。 

例えば、フィリピンにおいては一般的な訴訟事件であっても最高裁判所まで争われ

た場合には判決の確定までに 8 年程度を要するといわれている。知的財産権侵害にか

かる事件については、判断を下すにあたっては専門的知識が必要とされるため、さらに

審理が長期化することは珍しくない。 
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VIII 管轄機関の連絡先 

機関名 連絡先 

国 家 知 的 財 産 権 委 員 会 （ National 

Committee on Intellectual Property 

Rights（NCIPR）） 

Intellectual Property Center, 28 Upper 

McKinley Road, McKinley Town Center, 

Fort Bonifacio, Taguig City 

Tel: (02) 238-6300 

貿易産業省（Department of Trade and 

Industry（DTI）） 

Trade & Industry Bldg., 361 Sen. Gil 

Puyat 

Ave, Makati City 

 

Tel: (02) 890-9333 

フィリピン知的財産庁（ Intellectual 

Property Office（IPOPHL）） 

Intellectual Property Center, 28 Upper 

McKinley Road, McKinley Town Center, 

Fort Bonifacio, Taguig City 

Tel: (02) 238-6300 

フィリピン国家警察（Philippine National 

Police（PNP）） 

Camp Crame, Quezon City 

 

Tel: (02) 726-4361 

司法省国家捜査局（National Bureau of 

Investigation（NBI）） 

NBI Building, Taft Avenue, Ermita, 

Manila City 

 

Tel: (02) 523 8231 

関税局（Bureau of Customs（BOC）） G/F OCOM Building, 16th Street,  

South Harbor, Port Area, Manila City 

 

Tel: (02) 527-4511 

大統領官邸光メディア委員会（Office of the 

President Optical Media Board（OMB）） 

No. 35 Scout Limbaga St. Quezon City 

 

Tel: (02) 374-1393 

国 家 通 信 委 員 会 （ National 

Telecommunications Commission（NTC）） 

NTC Bldg., BIR Road, East Triangle, 

Diliman, Quezon City 

 

Tel: (02) 924-4042 

司法省（Department of Justice（DOJ）） Padre Faura St., Ermita, Manila City 

 

Tel: (02) 523-8482 

国家書籍開発委員会（ National Book 

Department Board（NBDB）） 

Unit 2401 Prestige Tower, F. Ortigas Jr. 

Road (formerly Emerald Avenue) 

Ortigas Center, Pasig City 

 

Tel: (02) 570-6198 
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食 品 薬 事 管 理 局 (Food and Drug 

Administration （FDA・旧 Bureau of Food 

and Drugs）） 

Civic Drive, Filinvest Corporate City, 

Alabang Muntinlupa City 

 

Tel: (02) 857-1900 

内務地方自治省（ Department of the 

Interior and Local Government（DILG）） 

DILG-NAPOLCOM CENTER, EDSA cor. 

Quezon Avenue, Quezon City, 

 

Tel: (02) 876-3454 

農業省 植物産業局植物品種保護室（Plant 

Variety Protection Office, Bureau of Plant 

Industry Department of Agriculture） 

2F NSQCS Bldg., Bureau of Plant 

Industry, Visayas Ave., Diliman, Quezon 

City 

 

Tel: (02) 929-2543 

証券取引委員会（Securities and Exchange 

Commission（SEC）） 

Secretariat Building, PICC Complex, 

Roxas Boulevard, Pasay City, 1307 

 

Tel: (02) 818-0921 

国際犯罪対策室（Office of the Special 

Envoy for Transnational Crimes 

（OSETC）） 

4th flr. PNP Computer Service Bldg. 

Camp Crame, Quezon City 

 

 

フィリピン知的財産協会（Intellectual 

Property Association of the Philippines） 

 

Unit 2304 A Tektite West Tower, 

Philippine Stock Exchange Center, 

Exchange Road, Ortigas Center, Pasig 

City 

 

Tel: (02) 687-6443 

 

  


